
　建設の事業では、労働保険料の申告・納付のほか、「一括有期事業総括表・一括有期事業報告
書（建設の事業）」の提出が必要です。立木伐採等の林業では、「一括有期事業報告書（立木の伐
採の事業）」の提出が必要です。

※平成27年3月31日以前に開始された工事については、1億9千万円未満（消費税額を含む）
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　建設の事業については、一つの工事に係る請負金額が1億8千万円未満（消費税額を除く
（※））、かつ、概算保険料額が160万円未満の場合一括して申告（徴収法第7条）することになっ
ています。
立木の伐採の事業については、素材の生産量が1,000立方メートル未満でかつ概算保
険料額が160万円未満の事業については、一括扱いができます。

　1工事の請負金額が1億8千万円未満（消費税額を除く（※））、かつ概算保険料額が160
万円未満の工事。
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　一括有期事業総括表及び一括有期事業報告書は各労働基準監督署で入手できるほか、厚
生労働省ホームページ（URLは以下のとおり）からダウンロードできます。
　また、厚生労働省ホームページには申告書の計算を行う際の参考となるよう、
「年度更新申告書計算支援ツール（建設事業用）」を用意しています。是非ご利用
ください（下記URLもしくは右のQRコード、または「労働保険関係各種様式」
で検索してください。）。
　＜URL＞https:// www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudouhoken01/youshiki.html
　電子申請を行う場合は、上記ツールもしくは紙で一括有期事業総括表・一括有期事業報
告書を作成し、PDFにして、添付してください。

ゆうちょ銀行への
振込みを希望する
場合は、５桁の
「記号」－８桁の
「番号」をこちら
の欄にご記入くだ
さい。
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※請負金額に係る消費税額の取扱いについては、P.34を参照してください。

据

ゴミ焼却装置

据

3

以下の「3　機械装置の範囲」を参照してください。
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「改

基準となる
労災保険率（事業の種類ごとに定められた労災保険率）

定労災保険率（メリット料率）」

④一括有期事業の特別加入者の労災保険率について
　建設事業に係る中小事業主等特別加入者に適用する労災保険率については、特別加入の前
提となる一括有期事業の保険関係について登録されている主たる事業の種類による保険料率
としてください。　
　主たる事業の種類に変更がある場合は、「名称・所在地等変更届」（様式第２号）により
変更の届出をしてください。

（現場以外での業務に従事する者を含む。）

有期事業の


